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緒 言
グローバリゼーションの進展により，人が世界を
移動して仕事に就き，家族と共に定住し，様々な文
化背景をもつものが共に地域で暮らす動きが世界各
地で起きている。移住した人々が移住先国で社会的
な統合を経て，ウェルビーイングが保障された生
活を送ることが望ましいが，実際には外国人，移民，
あるいは難民といった移住者が偏見や差別，軋轢を
経験したりするほか，地域から排除されたり，社会
サービスの対象外となったりした結果，貧困や孤立
が深刻化する事態も少なからず起きている。移住者
の受入国がどのような形で移住者の生活及び人権を
保障していくかは，政策課題であるばかりではなく，
福祉政策，そしてソーシャルワーク実践においても
重要課題である。
法務省（2016a）の報道発表資料によれば，平成
27年末における在留外国人数は，223万2,189人で，
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Thispaperdiscussesthevulnerabilityofmigrantwomenbasedonliteratureandstatistics
ofinternationaland domestic organizations.Migrantwomen are vulnerable to gender
discriminationandviolence.Withthefeminizationofmigrationinglobalizedsocieties,this
discriminationandviolencehasincreasedandbecomemoresalient.
MigrantwomenwholiveinJapanexperiencevulnerabilitycausedbybarriersofculture
andlanguage,genderdiscriminationandviolence,povertyfacingsingle-motherhouseholds,
andbylackofsupportforchildrearingfamilies.Inprovidingsupportformigrantwomen,it
isnotentirelyaccuratetoattributeproblemssolelytotheideathatthevulnerabilityamong
migrantwomeniscausedbytheirnotbeingJapanese.
InJapan,Migrantwomen・svulnerabilityconsistsofvariousfactorssuchaspoorworking
environment,theculturalandlinguisticbarriersmanymigrantsface,lackofsupportfor
familieswithchildren,andpovertyingeneral.Therefore,inorderforeffectivesupporttobe
providedformigrantwomen,publicsocialservicestodealwithissuesofchildcare,poverty,
andgenderrelatedproblemsshouldbedeveloped.Servicesdesignedspecificalytohelpmigrant
womenandothernon-Japaneseresidentsshouldbedevelopedaswel.
Keywords:migrantwomen（移住外国人女性），vulnerability（脆弱性），childcare（子育て），
gender-relatedproblems（ジェンダー関連問題），poorworkingenvironment（不利な
労働環境），culturalandlanguagebarrier（文化言語の壁），publicsocialservices
（行政サービス）
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前年末に比べ11万358人（5.2％）増加しており，
日本の人口の約1.6％を占める。彼らのなかにも，
来日後仕事に就き，結婚して子どもを育てる過程に
おいて，あるいは歳を重ねるなかで様々な福祉的課
題を抱えるものが含まれる（南野 2015）。例えば，
困窮やドメスティックバイオレンス被害などを経験
する女性の利用者が多くを占める母子生活支援施設
の入所者においては，外国人母子世帯は約10％を
占める（厚生労働省 2013）。日本人と結婚した外国
人女性（以下移住外国人女性）は家族や子育て子育
ちに関わる深刻な困難を抱えやすいことが指摘され
ている（南野 2016）。
近年日本において社会問題となっている子どもの
貧困や児童虐待問題の背景には，母子世帯の貧困率
の高さが関係している。母子世帯の貧困は，男女の
賃金格差といった社会のジェンダー不利，そして就
労と子育ての両立を可能ならしめる環境の不備など，
日本社会の構造や地域社会が抱える課題も要因とな
っている。つまり，ある福祉的課題に対して脆弱性
が高い特定の集団をみるとき，その脆弱性の要因を，
様々な社会的構造も併せて考察することが，その問
題の因果関係を理解し改善に着手するために不可欠
であり，その重要性は本研究でとりあげる移住外国
人女性の問題に対しても同様である。
本研究では，国際機関及び国内の統計や文献に基
づき移住外国人女性をめぐる構造を整理するととも
に，移住外国人女性の福祉課題に対する脆弱性を形
成する構造を論考する。方法として，国際社会にお
いて移住外国人女性がおかれている状況及び影響要
因を整理する。そして，日本における移住外国人女
性がおかれる状況，特に女性であることにより直面
しやすい福祉的課題を確認することで，日本の移住
外国人女性の脆弱性はどのような点で特有の脆弱さ
を備えることになるのか，ジェンダーの視点も含め
論じる。なお，本研究では「移住外国人女性」を
「現在外国籍である女性，及び日本以外の国で生ま
れ，文化的，社会的ルーツが日本以外にある女性で，
現在日本に暮らす女性」とする。福祉的課題につい
ては，日常生活の営みを困難にする生活課題であり，
対象者の特性との関連から，特に貧困，暴力，養育
問題などを主たる課題として扱う。「移民」「移住者」
は，本研究では国連の報告書での定義を参考に「通
常の居住地以外の国に移動し，当該国に居住する人」
を意味するものとしている。
Ⅰ.国際社会における移住外国人の諸状況
1.世界における移住の活発化
最初に，国際社会の移住者をめぐる状況を整理す
る。国連の調査報告（UnitedNations,Department
ofEconomicandSocialAffairs,PopulationDivision
2015a）によれば，2015年に約2億4,400万人が国
境を越えて移動しており，2000年の 1億 7,300人
に対し，約1.4倍の増加となっている。このうち，
43％にあたる約1億400万人はアジア出身者であ
る。移住労働は，いわゆる「南（アジアアフリカ諸
国を中心とする発展途上国など経済的に豊かではない国）
から北（先進国を中心とする経済的に豊かな国）へ移
動する」という形をとることが多い。生活水準の向
上を求め，あるいは母国家族の生活を支えるために
移住労働者となって国境を越えるものに加え，近年
は世界各地における政情不安や紛争からの避難によ
る難民の急増が加わった。さらには，少子高齢化に
よる人口構造や労働者構造の変化のなかで，家事労
働を中心とする再生産労働の担い手の需要供給ニ
ーズの増加に伴う移住も増加するなど，様々な理由
で人が移動し，新たな社会構成員となっている。
様々な事情で人が移動する情勢は同時に，移住先
国で移住家族が様々な福祉的課題を経験する状況
を生んでいる。米国移民研究センターでの調査
（Camarota2015）は，合法違法含む移民の約50％
が福祉制度を利用している経験をもち，自国民
（30％） に比較しても高いことを示している。
Stewartら（2012）は，移民，難民女性が母子保健
での予防接種の未受診や教育の欠如などの問題を抱
えていることを指摘している。また，欧州諸国の移
民の子どもに関する縦断的研究（Molchoら 2010）
では，移民の子どもは出身国にかかわらず家庭の経
済状況においてはより不利な状態にあり，社会サー
ビスへのアクセスの保障が課題であると指摘するな
ど，自国民に対する支援，制度のみでは充足できな
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い課題が潜んでいることが見出されている。
Segalら（2005）は，移住は，移住先国との文化
の違いに直面することを余儀なくするものであり，
母国で積み重ねてきた伝統的な家族の役割や責任の
あり様が試される機会になると指摘している。母国
での教育歴が，移住先国において求められる水準よ
りも低く，移住先国で活用できる職業技術をもたな
いといった事情が，就労や社会参加において不利と
なりやすい。子どもの場合，新しい環境に慣れなけ
ればならないというプレッシャー，移住先国で友人
と同じ立場にありたいという気持ち，そして親の母
国文化保持への期待の狭間に立つことで藤を抱え
る。また，家族の所得補助のための就労により，進
学困難になるといったこともある（国際移住機関（IOM）
2008）。このように，移住の経験が大人，子どもそ
れぞれに対し特有の藤や適応上の困難をもたらす。
そして，社会，そして家族内で役割期待の変化は，
移住者にとっては新たな負荷となる側面をもつ。
2.移民の女性化とジェンダーの不利
近年の移住労働者の特徴のひとつに ・移民の女性
化＝Feminizationofmigration・が挙げられる。
世界全体において移民に占める女性の比率は，約
半数を占めている（UnitedNations,Departmentof
Economicand SocialAffairs,Population Division
2015a）。日本も，女性の比率が移住者の55％を超
える，数少ない国のひとつとなっている。
女性の移住者は，1990年の時点でも全体の49％，
そして 2015年には 48.2％ であり，女性の移住者
が近年になって急激に増加したわけではない。
・Feminizationofmigration・が意味するのは，
移民に占める女性の割合の急激な上昇ではなく，
「個人として労働を目的とした移住を選択する女性
の増加」である（UnitedNations2007）。女性が移
民労働者として移住するようになった背景には，送
り出し国や受入国における様々な事情が関係してい
る。送り出し国の経済情勢の変化による男性の失業
率の増加，男女のロールモデル像の変化，高齢化な
どの構造の変化も含む受入国の労働市場の変化など，
多様な要因が絡み合いながら生じている（Hofmann
ら 2013）。そのなかで，以前は男性中心であった労
働市場において，女性が子どもや夫を自国に残して
移住労働者として参加する状況がみられる。
移住労働女性が，仕送りの担い手としての役割を
担うようになったことに加え，女性が移住プロセス
においてジェンダーの影響を受け，かつ移住先国で
も伝統的に女性が担ってきた再生産労働の職に就く
傾向も「移住の女性化」が意味するところである
（UnitedNations2007）。移住労働女性は，移住先国
で「女性化された労働である家事労働，エンターテ
イナー，介護労働や工場のライン労働者として非熟
練の低賃金労働市場を中心に雇用されていく」（小
川ら 2010p.18）ことになる。LeGoff（2016）は，
近年の移住労働女性について，・The・doubledisad-
vantage・ofbeinganimmigrantandfemalecould
negativelyaffectjobqualityandearningsinthe
hostcountry.（移民であることと，女性であるこ
との二重の不利が，受入国における仕事の質と賃金
においてネガティブな影響を与えているのではない
か）・（筆者訳）と指摘するとともに，再生産労働の
職に就き，より賃金が安く，有期契約での仕事に就
いているものの多くは女性であると指摘する。彼女
らは，就労能力以前の問題として，属性的に不利な
状況のなかで異国での社会生活を営むことを余儀な
くされる。
彼女らの多くが就く職業であるメイドやベビーシ
ッター，飲食業やダンサーは，不安定でより低賃金
となる傾向が強い。国連女性差別撤廃委員会は，
2008年に提示した「女性移住労働者に関する一般
勧告第26号」で，移住女性が受入国の社会保障制
度の恩恵の外におかれやすいことを指摘している。
就業先の誤った情報を与えられた状態で就業がスタ
ートしていたり，社会保障制度の外におかれたりす
る背景には，女性が男性より低学歴の傾向があり，
法的知識を得る機会に乏しい環境におかれるゆえで
あるとされる。こうした課題は，主にアジアやアフ
リカの国々で起きているが，その根底には，社会が
もつ女性への性差別，機会や賃金の格差が存在する
（Yinger2006）。
一部の女性は，ほかの労働分野と同等の福利厚生
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制度が整備され，権利を保障された職業に就くわけ
ではない。こうした女性は何らかの差別や排除とい
った困難を就労，そしてそれ以外の領域で男性以上
に経験する環境に身をおきやすい（Leeら 2013;
Rubinら 2008）。国連の女性差別撤廃委員会は，
2008年に提示した「女性移住労働者に関する一般
勧告第26号」で，
移住は，女性に新たな機会を提示し，より広い参加
を通して経済的エンパワメントの手段となりうるも
のである一方，女性たちの人権と安全を危険にさら
すものでもある。（中略）男女とも移住はするが，移
住はジェンダーに中立な事象ではない。女性移住者
の立場は，法的移住手段，移住先での産業セクター，
被る虐待の形態とその影響などに関して，男性移住
者のそれとは異なる。
と表明しており（近江 訳 2010），女性に固有の多層
的なハンディが存在することを示している。
また，移住外国人女性は暴力被害に遭う状況にな
りやすいことを指摘する研究も少なくない。移住外
国人女性は「Trafficking」，人身売買の被害に遭い
やすく，「女性」という属性が商品として売買の対
象になるといった人権侵害も含め，男性以上に様々
な形での犯罪の被害に遭いやすい状況にあるなど，
ジェンダーに基づく脆弱性が指摘されている（Lee
ら 2013）。女性の暴力への脆弱性は，社会レベル，
そして家族レベル両方に存在する。Rajら（2003）
は，アメリカにおける分析を基に，南アジア出身の
女性が家族内の暴力を受けるリスクが高く，その背
景には母国，そして移住先国それぞれとのつながり
の薄さや移住先国での支援へのアクセスの欠如を要
因として指摘している。Carbaloら（1996）は，女
性の場合，家族内の役割期待との関連が強いこと，
そして母国での教育の欠如などにより新しい社会で
の適応に困難を来すことに加え，性暴力に対するリ
スクに関連して PTSDなどの心理的トラウマ，
HIVや感染症の罹患のような心身の健康へのリス
クにもつながることを指摘する。国連の女性差別撤
廃委員会は前述の指摘に加えて，
女性の移住は，ジェンダー不平等，伝統的な女性役
割，ジェンダー化された労働市場，ジェンダーに基
づく暴力の普遍的な広まり，世界的な貧困の女性化
と労働力移動の視点から研究されなくてはならない。
とも指摘している（近江 訳 2010）。これらが示すよ
うに，女性は社会的にはジェンダー不利やハラスメ
ントに遭いやすい立場であり，そのなかでさらに新
しい社会での役割，子どもがいる場合は養育者とし
ての新たな役割が加わり，藤を経験することにな
るのである。
3.日本における外国人をめぐる状況
日本における在留外国人数は増加の一途をって
いる（図1）。近年は人口約1.6％超を推移しており，
「日本人の配偶者」「定住者」「永住者」など，定住
につながる在留資格を有する外国人も，増加傾向に
ある。
在留外国人総数をみると，約8割をアジア諸国の
出身者が占め，最も多い中国韓国フィリピンの
3か国で約61％を占める（表1）。定住につながる
外国人の動向を概観する指標として「日本人の配偶
者」「定住者」「永住者」の在留資格を有する外国人
の動向も確認すると，上記の資格を有する外国人は，
在留外国人全体の約45％を占める。
本研究の主たる対象者，つまり日本人と結婚した
女性が多く含まれる「日本人の配偶者等」の在留資
格をもつ在留外国人数は14万0,349人で，在留外
国人全体の6.3％となっている。平成22年末から
26年末までは「日本人の配偶者等」は，「定住者」
の在留資格による在留外国人数とともに減少してい
る一方，「永住者」は，平成22年末から26年末ま
で一貫して増加しており，定住外国人の増加傾向が
みられる（法務省 2016b）。
日本は，1981年に「難民の地位に関する条約」
を批准した。条約の批准に伴い，適法滞在の外国人
に対する国籍条項を撤廃した。それにより，社会保
障関連の法律は日本国民以外の住民に対しても，制
度を適用できるよう改正された。その後，フィリピ
ン人女性を「興行」の在留資格で多く受け入れ，そ
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して，1990年代には「出入国管理及び難民認定法」
の改正を行い，在留資格を再編するとともに，在留
資格の種類を増やした。それらは，特に製造業など，
当時人材不足の産業分野で日系ブラジル人，日系ペ
ルー人を多く雇用し，結果的に移住と就労を目的と
した外国人の増加につながる策をとることになった。
日系人労働者が家族を呼び寄せ，結婚が増加し，滞
在が長期化する（門ら 2006）につれ，外国人家族に
おいて多様な福祉的課題が顕在化した。日本は，難
民条約批准後には滞日外国人に対する差別を撤廃す
るなど，制度面での整備を行ってきた一方で，在留
外国人関連の施策の検討においては日本に来て生活
を営む外国人を「移民」という存在としてとらえな
い姿勢をとってきたこともあり，外国人の生活問題
が必ずしも重要な政策課題として扱われてきたとは
いえない。
田村（2012）は，外国人の脆弱性を3点に整理し
ている。それらは，「日本語や習慣の壁」「法制度や
社会資源への壁」そして「日本社会からの誤解偏
見という心の壁」である。外国人は，移住先国の使
用言語の理解が困難であるゆえに情報が届きにくか
ったり，生活様式や文化規範の違いによって地域に
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図1.在留外国人数の推移と日本の総人口に占める割合の推移
出典:法務省（2016b）『平成27年度版 出入国管理』より筆者作成
表1.日本における外国人の出身地域在留資格別人数
国籍地域 総数（人）
永住者
（人）
定住者
（人）
日本人の
配偶者等
（人）
総数に占める
日本人配偶者
（％）
永住者日本人
の配偶者等定
住者の総数（人）
永住者日本人
の配偶者等定
住者（％）
総数 2,232,189 700,500 161,532 140,349 6.3 1,002,381 44.9
中国 665,847 225,605 26,626 34,010 5.1 286,241 43.0
台湾 48,723 20,245 1,640 4,102 8.4 25,987 53.3
韓国 457,772 66,326 7,413 14,334 3.1 88,073 19.2
フィリピン 229,595 120,390 45,680 27,701 12.1 193,771 84.4
タイ 45,379 18,831 3,800 7,206 15.9 29,837 65.8
フランス 10,672 2,133 81 1,599 15.0 3,813 35.7
ロシア 8,092 3,453 452 1,120 13.8 5,025 62.1
英国 15,826 5,201 201 2,514 15.9 7,916 50.0
カナダ 9,538 3,126 144 1,577 16.5 4,847 50.8
米国 52,271 15,970 1,155 8,856 16.9 25,981 49.7
ブラジル 173,437 109,361 44,827 14,995 8.6 169,183 97.5
ペルー 47,721 33,594 10,492 1,840 3.9 45,926 96.2
オーストラリア 9,843 2,473 88 1,610 16.4 4,171 42.4
無国籍 573 175 136 53 9.2 364 63.5
出典:法務省（2016c）『在留外国人統計 2015年12月末』より筆者作成
おける日本人コミュニティとの共生がスムーズに行
われなかったりしやすい。また，公的な社会保障制
度の利用において制限を経験することも少なくない。
また，受け入れ側に立つ地域においても，移住者が
有する生活背景を十分に理解して，利用できる社会
福祉制度や社会資源を把握したうえで彼らを支える
役割を担う体制が整備されているとはいい難い。自
治体のなかには外国人人口が10％を超える地域も
あり，外国人集住都市会議のような連合体も形成し
つつ，外国人との共生社会の構築発展に対し積極
的に取り組む自治体もあるものの，こうした動きは
地域差が大きい。
4.日本における移住外国人女性の脆弱性
1）外国人としての困難と女性
移住外国人女性が属する家族の状況を検討する際，
外国人の生活状況を「（同国，あるいは異国出身の）
外国人の家族」，そして「日本人男性と結婚した外
国人女性」に分類することができる。彼らが経験す
る生活構造，そして困難は，外国人同士で結婚した
女性，そして日本人と結婚した女性とは様々な点に
おいて異なる（表2）。例えば夫妻共に外国人であ
る場合，家族構成員は同じ文化に根差した生活をお
くることができる。あるいは，「二人とも日本社会
が異文化である」という共通性をもつ。それゆえに，
家族成員間で日本文化と母国文化との摩擦を経験し
たり，夫婦間で一方がもう一方の文化へ同化を強制
されたりすることは，日本人との国際結婚夫婦より
も起こりにくいともいえよう。また，愛知県や群馬
県に存在する外国人集住都市のように，人口比が大
きく，同胞コミュニティが発展していることで外国
人施策が発展しているところもある。こうした地域
では，同胞のネットワークや，日系ブラジル人学校
など，自国人を対象とした教育機関をもつところも
ある。一概にはいえないものの，夫妻ともに外国
人であり，そして彼らが同じ国籍である場合にはこ
うしたコミュニティやネットワークの恩恵を受けや
すいといえる。
一方，移住外国人女性は，日本人の配偶者になる
ことで日本への定住を前提とする立場となる。しか
し実際には，地域において日本人と同等の立場とし
て迎えられた生活が待ち受けている訳ではないこと
も多い。また，日本人の夫と結婚した女性の在留資
格は「日本人の配偶者」であり，在留資格更新には
日本人の夫の書類手続き上の協力が必要となる。そ
れゆえに「定住者」の在留資格で一応は日本での在
留身分が保障される多くの日系人とは異なり，日本
人夫との関係が日本での在留を左右する。さらに，
彼女らが集住地域を形成することは必ずしもなく，
自国の文化に基づいた教育機関や社会資源は非常に
限られるなどの制約を受ける。
2）国際結婚とジェンダー
日本に暮らす移住外国人女性は，国際社会のなか
で経験するジェンダーの不利に加え，日本社会ゆえ
に受けやすいジェンダーの不利にもさらされること
がわかっている。
平成27年における国際結婚は，2万976件で，
全婚姻の3.3％を占める（厚生労働省 2015）。そのう
ち，妻が外国人の婚姻は1万4,809件で，全体の約
71％を占めている。移住外国人女性の国籍は，最
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表2.外国人の家族形態と日本人と結婚した外国人女性の生活課題
夫婦が共に外国人である家族 移住外国人女性と日本人夫の家族
●集住化
・コミュニティ活動が活発:発信力
・同胞ネットワークの支援の存在:結束力
→自治体の認識協働へ
・自国文化に基づく教育機関保育所設置
●最低限の公的サービスの保障
（定住者の在留資格）
●家族内の異文化藤は無い
●日本人夫との家族形成
・地域での孤立
・離婚と貧困
・夫婦問題とDV
●在留資格上不安定な立場
→日本人夫への依存を余儀なくされる
●自治体による支援:集住外国人より少ない
●自国文化に基づいた教育機関は未整備
（筆者作成）
も多い順に中国，フィリピン，韓国と続く。一方，
国際結婚の離婚率は全離婚の約6％で，婚姻率を大
きく上回る。
日本での移住外国人女性が経験する不利の背景に
は主に農村部での国際結婚のあっせん，そしてフィ
リピン人女性の「興行」の在留資格での来日と就労，
という2つの歴史的事象が影響を与えている。1980
年代，過疎化に悩む自治体が国際結婚のあっせんを
国際結婚仲介業者と共に行った（嘉本 2009）。国際
結婚の仲介業者は，男性が女性に対して優位に立つ
ことができるような表現を多く用いることも多いた
め，「よく仕える」「明るい」女性像が男性側に刷り
込まれた。また，移住外国人女性の出身国が有する
社会経済的な構造は，国際結婚夫婦の関係性にも影
響を与えている。賽漢（2009）によれば，中国人の
場合，日本人との国際結婚は農村出身者，都市部で
のリストラ女性など低所得層が多い傾向にある。一
方の日本人男性も，日本人女性との結婚が困難な低
所得層，農村部の男性が多い傾向があることが指摘
される。あっせん業者による刷り込みに加え，先進
国男性と途上国女性との支配関係，中国における農
村女性や離婚女性，都市部のリストラ女性への蔑視
傾向，日本での同化圧力，農家の嫁の役割強制など
が中国人女性を移住先の社会で周縁化させる構造に
なった。
一方で，1990年の出入国管理及び難民認定法
（入管法）の改正による在留資格に基づく活動範囲
の拡大に伴い，「興行」の在留資格をもつ外国人女
性の来日が増加したことも，国際結婚の増加に寄与
した。しかし，その後オーストラリアにおける国際
結婚でのフィリピン人女性に対するドメスティック
バイオレンス（DV）が問題となるなど，国際結婚
において女性が暴力被害を受けることへの注目が高
まった。
特にアジアからの移住外国人女性と日本人男性の
国際結婚は，二者間の恋愛感情のみならず，国の経
済構造，そして男女間の力の不均衡の影響も受けて
いる。初瀬（2009）は，こうした構造のなかで，家
庭生活における日本文化重視の強制，家族扶養の拒
否やDVが行われたり，離婚の際には在留資格を
盾にして離婚の自由が制限されたり，ビザの更新を
拒否されたりするといった人権侵害が行われている
と指摘する。
フィリピンやタイなど東南アジア諸国出身の移住
女性にとって，貧困の脱却と家族扶助は母国を出る
大きな要因でもある。中国人の場合も，中国の経済
発展や就業構造が変化したのちに来日した女性のな
かには，家族扶養を迫られた女性，そして中国国内
での格差において貧困状態にあり，その解決を意図
する来日など，経済的要因，男性優位，かつ女性の
結婚への適齢期に対する価値から外れたゆえに国際
結婚を選択するというジェンダー的要因もある（賽
漢 2009）。しかし，ひとたび来日すれば，前述した
ように「日本人の配偶者等」という在留資格が滞日
を法的に支える。在留資格の更新の際には，家族に
よる書類への署名も必須となるため，安定した生活
を営むためには，夫の意向や協力に依存せざるを得
ない。この法的関係性も女性の立場を弱める構造の
一端を形成している。
3）日本における移住外国人女性への暴力
国連の人種差別撤廃委員会（InternationalCon-
ventionontheEliminationofAlFormsofRacial
Discrimination）は，日本での移住外国人女性への
暴力を問題視している。上記委員会は，日本政府に
よる「人種差別撤廃条約第7回第8回第9回定
期報告」に対し，2014年8月28日に開催された第
2320回及び第2321回会合において，最終見解を採
択した。そのなかで，
委員会は，外国人，マイノリティ，先住民族の女性
に対する持続的な暴力についての情報を懸念する。
（中略）外国人女性が「配偶者の身分を有する者とし
ての活動を継続して六月以上行わないで在留してい
る」場合に，当局が，日本人とあるいは永住者の在
留資格を持つ外国人と結婚している外国人女性の在
留資格を取り消すことができることを，懸念する。
これらの規定は，夫からのドメスティックバイオ
レンスの被害者である外国人女性が，虐待関係から
離れ，支援を求めることを妨げ得るものである（第
2条及び第5条）。
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との見解を示した（外務省 2016）。そして，「人種差
別のジェンダー関連の側面に関する一般的勧告25
（2000年）及び市民でない者に対する差別に関する
一般的勧告30（2004年）」に照らし，移民，マイノ
リティ及び先住民族の女性に対する暴力への実効的
な取り組み，そして被害者が救済保護へのアクセ
スを確保するための措置をとることを勧告した。
勧告には「日本人あるいは永住者の在留資格を持つ
日本国籍でない者と結婚した外国人女性が，離婚あ
るいは離縁によって国外追放されないこと，及び法
の適用が，実質的に女性が虐待関係のままであるこ
とを余儀なくされるような効果を持たないことを確
保するため，在留資格に関する法制を見直すべきで
ある。」との指摘も示されている（外務省 2016）。
平成26年度に在留審査手続きや退去強制手続き
などにおいて把握された外国人ドメスティックバイ
オレンス被害者は75人であった（法務省 2015）。ま
た，平成26年度における，配偶者暴力相談支援セ
ンターでの相談件数は10万2,963件となっており，
毎年増加している。さらに，毎日新聞が全国の婦人
相談所や都道府県に対して行った調査（2015年 12
月27日 東京版朝刊掲載）によれば，全国の婦人相談
所にて2010年度から2014年度において少なくとも
46カ国1,910人（年平均約380人）の外国人女性を
一時保護したことがわかっている。日本人を含む保
護者は年4,3004,600人（1013年度，厚生労働省調べ）
で推移しており，外国人は約10％弱と，割合の高
さが際立つ。調査では，国籍が判明した1,333人の
女性のうち，フィリピン人が697人，中国205人，
ブラジル91人であった。保護の長期化傾向も指摘
されており，その背景には，「住まいや仕事など生
活基盤の受け皿確保が難しい（福島県）」「日本語が
十分に話せず自立が困難（長野県）」などがある。
また，13道県では「カウンセリングや日本語学習，
被害者の法的権利や人身取引に関する国の対策の説
明，在留資格変更などに関わる定住支援等について
提供できるスタッフがいない」などの回答があり，
社会的支援の不足がうかがえる。
ドメスティックバイオレンス被害を経験した女性
が避難を経て離婚の手続きなどを終え，心身の健康
を回復しながら自立生活を構築するためには一定以
上の時間を必要とする。この段階で経済的社会的
精神的な支援を得ることができない場合，自立が困
難となり，再度加害者のところに戻る女性もいる。
支援が届かないことが女性を不安にさせ，被害者の
ところへ帰らせる要因となるならば，生活基盤が脆
い移住外国人女性の場合，なおさら加害者のところ
へ戻ることを選択させる可能性もある。移住外国人
女性に対する支援においては，基本的なDV被害
者に対する支援に加えて，文化的差異の影響も受け
ながら生じる就労困難であることを理解したうえで，
生活再建への支援を提供する事が必要とされる（寺
田 2009）。
「移住労働者と連帯する全国ネットワーク」の女
性プロジェクトは『移住（外国人）女性DV施策
に関する自治体調査と提言（2011）』において，外
国人DV被害者の自立支援は喫緊の課題であるに
もかかわらず，現状においては施策としての位置づ
けがほぼなく，支援がボランティアに任される現状
を指摘している。そして，支援体制の欠如を指摘す
るとともに，「今後，ドメスティックバイオレンス
を経験した外国人女性への支援体制の拡充を重要な
政策課題として位置づけ，民間団体などと連携の上
に，母子家庭への訪問などによる日常生活の様々な
側面への支援，母語でのカウンセリング，グループ
活動支援，日本語教育支援，子どもの育児教育支
援など，ニーズに応じたきめ細やかな外国人被害者
への 自立支援の取組みを推進していくことが必
要である（p.37）」と提言している。
移住外国人女性のなかには，例えば夫から DV
を受けていることや，離婚したことは母国では恥ず
かしいこととみなされるゆえに支援を求めない人も
おり，言葉の問題により情報から疎外されがちであ
ることなども指摘される（移住労働者と連帯する全国
ネットワーク女性プロジェクト 2011）。普段の生活
で経験する生活課題のみならず，何らかの福祉的課
題を抱える状況に陥った時の対処においても，文化
に根差す価値が支援を求める行為に影響を与え，時
には女性を支援機関や制度から遠ざけ，問題の深刻
化を招くのである。
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4）子育ての担い手という側面
日本における国際結婚のうち，妻が外国人である
夫婦の割合は約7割である。これは，主たる養育者
が外国人である可能性が高いことを意味する。
外国人の保護者は，子どもがいなかったときには
自国文化の文脈やネットワークで対処できたかもし
れない生活課題も，子育てという社会と接点を生む
営みを通じて，日本のシステムや文化のなかで対処
することを余儀なくされる。日本で子どもを育てる
場合には，こうした外国人としてのストレスに加え，
出産や子育てに関わるストレスなども経験すること
になる。
外国人母親は，帝王切開や痛緩和，栄養摂取な
ど，分娩にまつわる文化や医療システムの違いを出
産期に経験している（高橋ら 2007;鶴岡 2008）。ま
た，就学前の子育てにおいては，日本でのしつけや
行事についての理解に困難を感じ（南野 2013），言
語の違いや教育でも外国人特有の悩みを抱えやすい
（武田 2007）ことが指摘される。また，保育所での
保育士との関係においては，保育者から子ども扱い
を受けたり，早口での対応や話をゆっくり聞いても
らえなかったりしたなど，不当な扱いを受けたと感
じる経験がある外国人保護者がいることも示された
（堀田 2008）。
教育では，三田村ら（2010）は外国人保護者を対
象とした調査により，親は授業システムやいじめに
関する不安，そして日本語の習得，母国語や母文化
の伝達に困難を抱えていることを指摘している。こ
うした課題に加えて，適応，言語能力の不足，アイ
デンティティの確立困難，学力の伸び悩み，母国文
化や母語保持の困難など，親にとっての悩みや課題
は多岐にわたる（于 2008）。親は外国人だが自分自
身は日本で生まれ育っている子どもは，母国文化や
母語によって幼少期を過ごしていても，日本の学校
に入学後は日本語により，日本文化に基づく教育を
受ける。彼らは，母語日本語それぞれが不十分な
発達の状態である「ダブルリミテッド」となり，学
校での学習で苦労する経験をもつことが多い。児島
（2008）は，親の労働環境に起因する頻繁な移動も，
日系ブラジル人の子どもの学校からの離脱や対人関
係構築の困難を引き起こす要因になるとともに，就
学における日本の学校での支援制度の不備，情報の
少なさや進路相談での支援不足など，学校側の体制
も子どもの就学困難に影響を与えると指摘する。ま
た，鍛冶（2007）は中国人生徒の例で渡日時期，具
体的には就学前の来日や中学生時の来日なども，学
校への適応や非行行動に影響を与えることを示して
いる。このことから，家族の社会経済的環境と子ど
もの発達段階も子どもの教育問題，そして親の養育
の悩みに影響を及ぼすことがわかる（関口 2007）。
思春期には，日本の学校の同化圧力も一因となり，
エスニックコミュニティに吸収されたり，準拠集団
を求めて非行グループの一員となったりするケース
もある（中谷ら 2006）。外国人非行少年は，貧困率
や最終学歴が中学卒の割合が高い傾向にあり，かつ
犯行理由が困窮を背景とするものの割合も高い（法
務総合研究所 2013）。さらに，子どもが学校に通う
ことで親よりも早く日本に適応するケースでは，子
どもが親のサポーターの役割を担う関係が形成され
ることで親が子どもに依存したり，あるいは子ども
が親を劣位にみなして言うことを聞かなくなったり
する（国際移住機関（IOM）2008）など，親子関係に
も軋みが生じることもある。
5）日本の子育て家庭の課題の影響
2008年 10月，OECDは「GrowingUnequal?
Income Distribution and Poverty in OECD
Countries」において，OECD加盟国における子ど
もの相対的貧困率を公表した。この調査では，日本
における子どもの貧困率の高さが示された。それが
きっかけとなり，日本では決して深刻な社会問題と
して認識していなかった貧困問題に多くの人が関心
を抱くところとなった。しかし，子どもの相対的貧
困率は，国際比較においては突出して高いまま（内
閣府 2014）今に至っている。
日本では，子どもの貧困率の高さは親の国籍にか
かわらず，女性や母子世帯の貧困率の高さとも強い
関係にある。日本における母子世帯の母親の貧困率
も，先進国のなかで突出して高い（内閣府 2014）。こ
の偏りは当然，外国人も対象となる。宮島（2013）
は，外国人の子どもが経験しやすい「三重の奪」
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を指摘している。それらは，第1には「子どもの位
置する家庭の経済的な貧しさ」であり，第2に「家
族生活の危機と関係性の貧困」そして第3は「学校
教育への参加からの排除」である。宮島は，これら
の奪が金銭的貧困，そして金銭的貧困に付随する
機会の貧困，時間的貧困，関係性の貧困などに変換
されることにより，子ども達はさらなる奪に曝さ
れることになるとする。
宮島が指摘する子どもに対する奪は，親が経験
する様々な「貧しさ」や「排除」とも相関関係にあ
り，その貧しさの根底にある日本社会が解決するこ
とができていない子育て家庭への支援の不足，そし
て母子世帯の生活困難への支援の不足との関係は無
視できない。外国人ゆえに経験しやすい貧困のみな
らず，女性ゆえに経験しやすい貧困，そして貧困の
なかで就労と子育てを両立する困難も全て経験しや
すい立場になるのが移住外国人女性であり，その結
果，彼女らの子どもも福祉的課題に対して脆弱性が
高くならざるを得ないといえる。
Ⅱ.考 察
1.国内外の不利的構造に身をおく移住外国人女性
移住外国人女性にみられるストレスについて，中
嶋ら（2013）は①言語や文化，ジェンダー要因など
による夫婦間家族間ストレス②移民の受け入れ側
となる社会での外国人への偏見差別③移住先での
生活水準や不安定な経済基盤④生活情報の入手就
業困難などを挙げる。中嶋らも触れるように，日本
における移住外国人女性の困難の特性は，国際社会，
そして日本社会の構造的問題それぞれの影響を複層
的に受けながら形成される点である（図2）。国際社
会においては，移住者という不安定な立場，そして
国際社会全般で女性が経験するジェンダー不利や暴
力被害を経験する。それに加え，日本社会の構造に
基づく，移住者ゆえの言葉文化上のハンディ，資
源アクセス困難，そして貧困の偏りと共に，日本社
会のジェンダーや暴力被害に対しても脆弱となって
いる。さらには，日本社会の未解決問題である，子
育て家庭への支援の不足や母子世帯への貧困の偏り
なども出現する。彼女らの脆弱性に対しジェンダー
が影響を与える点は国際社会，日本社会それぞれに
おいて共通しているが，日本社会に固有のジェンダ
ー不利，そして子育て支援環境の欠落や子どもの貧
困を招く母子世帯への貧困の偏りなどが加わること
が，日本に固有の移住外国人女性の脆弱性を形成し
ているといえる。
山岸（2012）は，外国人としての認知，国籍，親
権，教育，虐待などの養育問題，離婚に伴う在留資
格の変更やオーバーステイに関連する制度と女性の
権利保障の問題，そしてDVの被害者としての問
題が女性の生活において多層的に出現する状況を
「移住女性が抱える複合的な課題」としており，「移
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図2.移住外国人女性の脆弱性の構造
（筆者作成）
住外国人女性が抱える複合的な課題は外国人ゆえ，
あるいは女性ゆえといった単一の要因がもたらすの
ではなく，社会やジェンダーに起因する課題が絡み
合いながら引き起こす問題として捉えるべきである」
との視点に立つ。諸文献，そして山岸の指摘は，外
国人ゆえに経験せざるを得ない課題への着目が必要
である一方で，彼女らが抱える課題を「その問題は
外国人ゆえに直面する言葉や文化の違いが引き起こ
す」点のみに対し帰結することの危険性を示唆して
いるともいえる。日本社会において移住外国人女性
の脆弱性が高いことの根拠は「外国人である」点だ
けにあるのではなく，「国際社会における移民，そ
して女性としての脆弱性」，「日本社会における移民，
あるいは外国人，そして移住外国人女性ゆえの脆弱
性」，そして「日本の子育ての担い手という立場が
もたらす脆弱性」といった要素が複合的に絡むこと
により，女性の生活上の様々な制限や弱さを生み出
しているのである。それゆえに，多文化共生を目指
した地域社会づくり，あるいはジェンダー要因の改
善といった策のみによって彼女らの脆弱性の改善を
目指すのは難しく，日本社会において日本人の子ど
もや母親が経験している課題の解決により移住外国
人女性の課題解決がなされうるという視点に基づき，
従来の支援を検討するべきであろう。
2.支援への示唆
日本における子育て家庭への支援や保育の保障，
母子世帯に対する経済的支援の不足は，移住外国人
女性が抱える脆弱性の根底をなすととらえ，日本に
おける外国人の不利と支援の不足，外国人女性のみ
を対象とした支援を拡充するのではなく，子育て家
庭全般，そして母子世帯への支援などを拡充するこ
とが移住外国人女性への支援において重要であると
考える。そのうえで，移住外国人女性，そして外国
人を対象とした施策の拡充を組み合わせていく必要
がある。従来の支援実践においては，外国人支援を
行うNGOやNPO，ボランティア団体に依存して
きた経緯がある（日本社会福祉士会 2012）が，行政
による子ども家庭支援のなかで，移住外国人女性や
子どもへの支援を展開したうえで，こうした非営利
団体が外国人固有の不利や構造に働きかけるような
支援を展開することが必要であると思われる。
歴史的にみれば，日本は家族の問題に対し公的機
関が介入することに積極的な社会ではない。児童虐
待防止法が成立したのは2000年，そして配偶者か
らの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律
（DV防止法）が成立したのは2001年であり，いず
れも歴史は浅い。かつ，外国人支援施策の拡充の歴
史も同様に浅く，本格的な動きがみられたのは
2000年代後半といってよいだろう（日本社会福祉士
会 2012）こうした状況下で，日本において先行事
例に関する情報が十分に得られる状況には至ってい
ないが，諸外国ではすでに様々な施策を導入してい
る（Kawar2004）。諸外国の先行事例に学びつつ，
移住外国人女性が経験している具体的課題に対し，
母子保健，教育，福祉それぞれの立場において，施
策，サービスそのもの，そして情報アクセスについ
ても従来の取り組みの検証とそれらの改善を重ねる
ことが求められる。国内においても，いわゆる外国
人集住地域では価値ある取り組みが多く存在する。
これらを共有しつつ，日本社会に必要な支援を構築
するべきである。
まとめ
日本における移住外国人女性の問題も，様々なレ
ベルで女性を不利な状況に追い込む要素が出現して
おり，課題が複合化し，生活課題を深刻なものにし
ている。日本にすでに存在しているジェンダー問題，
そして子どもや女性がおかれる貧困問題といった日
本社会の課題解決なしに外国人の子ども家庭の課題
の解決は困難であることを指摘した。もともとは異
なる文化社会基盤に基づいた生活にあっても，来
日して定住すれば外国人も日本の社会構造に取り込
まれ，日本人が直面する生活困難も同様に経験する。
そこに外国人ゆえの生活上の様々なハンディが加わ
ることが女性の生活課題を固有かつ複雑なものにす
るのである。
外国人の来日や定住は今後も大きく減少するとは
考えにくい。そして，男女ともに世界的には経済的
に豊かな国への移住労働を目指す潮流がある以上，
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外国人女性が日本に移住すること自体は今後も続く
と思われる。その際に，送り出し国と移住先国，男
女間の力関係や構造の問題に対し，如何に社会とし
て準備できるかが求められている。近年は，介護
看護の領域において外国人の受け入れの議論が活発
化している。こうした職業もまた，女性が担ってき
た分野の労働であり，介護や看護の仕事を選択する
なかで，日本での定住や結婚へ進む女性もいるであ
ろう。
移住外国人女性の出身国の事情，そして日本のな
かの地域特性も状況に影響を与える要素であり，そ
うした多様性を踏まえた提言に及ばない点が本研究
の限界である。国内の地域差や来日外国人の個別性
を含めて脆弱性の構造，及び支援実践例を検討して
いくことを今後の継続的課題としたい。
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